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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を
省略しております。

第31回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

●　事業報告
「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」

●　連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

●　計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第31期
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

シンデン・ハイテックス株式会社
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１. 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社が取締役会において定めている業務の適正を確保するための体制の内容の概要は次
のとおりであります（2022年6月１日改定）。
⑴ 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①当社は、当社グループの適正かつ健全な経営を実現するため、企業行動憲章を制定
し、取締役・使用人が国内外の法令、社内規程、社会規範・倫理等のルールを遵守
した行動をとるためのコンプライアンス体制を確立する。

②この徹底を図るため、ＣＳＲ委員会を設ける。同委員会は代表取締役社長を責任者
とし、管理本部総務人事部に事務局を置く。委員を当社各本部に配置する。

③同委員会は役職者に対する教育及び啓発に取り組むとともに、通報窓口を事務局に
設置する他、外部の専門機関に直接通報できる体制をとる。また、内部監査室がモ
ニタリングを実施し、実効性を高める。

④これらの活動は、同委員会より必要に応じて、取締役会及び監査役会に報告する。
⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①当社は文書管理規程を定め、これにより次の各号に定める文書（電磁的記録を含
む。以下、同じ）を関連資料とともに保存する。保管責任者は総務人事部統括責任
者とする。
イ. 株主総会議事録
ロ. 取締役会議事録
ハ. 稟議書
ニ. 官公庁に提出した書類の写し
ホ. その他文書管理規程に定める文書

②前項各号に定める文書の保存期間は文書管理規程に定め、取締役又は監査役から閲
覧の要請があった場合、本社において速やかに閲覧が可能である。

③第１項の文書管理規程の改訂は、取締役会の承認を得るものとする。
④内部監査室は、保管責任者と連携の上、文書等の保存及び管理状況を監査する。

⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社グループの持続的な発展を可能とするため、想定される企業リスクに迅速かつ
適切に対応するリスク管理体制を、ＣＳＲ委員会を核として､次のとおり構築する｡

②同委員会は、当社グループにおける想定リスクを基に危機管理規程の制定及び具体
的な方法を示したマニュアルの作成を行う。その上で、社内での周知徹底を図り、
その実効性を高めるものとする。

③同委員会は、配置した委員と連携を図り、日常的なリスク監視に努めるとともに新
たな想定リスクへの対応方法を整備する。また、緊急時の初動対応から復旧までの
行動基準等を策定し、不測の事態が発生した場合に備えている。
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④内部監査室は、同委員会と連携の上、リスク管理体制に対するモニタリングを実施
している。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、以下の経営システムを用いて、取締役の職務執行の効率化を図っている。

①当社取締役会は、当社グループの取締役及び社員が共有する全社的な目標を定め、
この浸透を図るとともに、この目的に基づく３事業年度を期間とする「中期経営計
画」を策定する。

②また、中期経営計画を具体化するため、中期経営計画に基づき、毎期、当社グルー
プの業績目標を年度予算として設定する。

③当社グループの目標達成の進捗状況管理は、当社の取締役・本部長及び統括責任者
を構成員とする各会議体並びに取締役会による月次実績のレビューを行い、必要な
審議又は決定を諸規程に基づき行う。

④当社取締役及び当社グループの取締役は、委任された事項について、組織規程及び
職務権限規程の一定の意思決定ルールに基づき業務執行する。また、当社の取締役
会は業務執行の効率化のため、随時、必要な決定を行うものとする。

⑸ 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確
保するための体制

①当社は関係会社管理規程を設けており、子会社の取締役等の職務執行等に係る重要
事項に関して、当社に情報を提供・報告することを義務づけている。その中で、職
務執行に関し当社の承認を要する事項、また営業の状況、予実差異を含む月次等の
業績、財務状況を定期的に報告すべき事項として規定している。

②当社グループにおいては、企業行動憲章を制定し、ＣＳＲ委員会の事務局である管
理本部総務人事部が子会社におけるコンプライアンス体制に関し教育及び啓発に取
り組むとともに、必要に応じ当社から役員の派遣を行い、その浸透を図り、内部監
査室がモニタリングを実施している。

③当社グループにおけるリスク管理は、子会社を含めた運用を行っており、ＣＳＲ委
員会事務局と子会社の責任者が連携を図り、日常的なリスク管理に努めている。

④当社グループにおいては、子会社を含めたグループ目標である中期経営計画及び年
度予算を定め、これに基づく業務執行上の所要事項に関しては関係会社管理規程に
より当社が関与し、グループマネージメントの最適化に努めている。

⑹ 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①内部監査室員の任免、異動については、代表取締役社長は監査役会の意見を尊重す
る。

②監査役の補助使用人である内部監査室が、監査役会から要望された事項の情報収集
及び調査を行う場合は、監査役会の指揮・命令に従い、業務執行者からは独立して
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行える職務環境を整備するとともに、万一、反した場合は処分の対象とする旨、確
認する。

⑺ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関
する体制

①当社は常勤監査役が取締役会等重要な会議に出席しており、適宜監査役からの質疑
を実施可能な体制を取っている。

②監査役から報告要請があれば、担当部署が迅速に対応することとなっており、監査
役はその権限に基づき､円滑な活動が可能である。

③取締役及び使用人は、法定の事項、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼすお
それのある事項並びに内部監査の実施状況等を監査役会に報告する。

⑻ 子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当該監
査役設置会社の監査役に報告をするための体制

①当社グループの役職員は、当社監査役が業務執行に関する事項について報告を求め
られたときは、速やかに適切な報告を行う。

②当社の内部通報規程に基づき、当社グループの役職員は、法令等の違反行為等の事
実を発見次第、ただちに内部通報窓口（社内通報窓口として、ＣＳＲ委員会及び監
査役としている）に通報することとする。

⑼ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
当社は、内部通報規程において、当社監査役へ報告を行った当社グループの役職員
に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止すること
を明記し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

⑽ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく
費用の前払い等の請求をしたときは、管理本部において審議の上、当該請求に係る
費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速
やかに当該費用又は債務を処理する。

②監査役が、独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査役のための顧問とす
ることを求めた場合、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた
場合を除き、その費用を負担する。

⑾ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役は、代表取締役社長をはじめ、他の取締役及び各使用人から、適宜個別のヒ
アリングや意見交換を実施することができる。

②監査役は、内部監査室と日常的に意見交換等の連携をとり、内部監査の結果報告を
受け、監査役が必要と認めたときは、追加監査の実施又は業務改善等の施策を求め
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ることができる。
⑿ 反社会的勢力排除に向けた体制
①当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体には、代表取
締役社長以下、組織全体として毅然とした態度で臨み、不当要求に対しては断固と
して対決し、関係遮断を徹底することを、企業行動憲章に定め、当社及び当社グル
ープに周知徹底する。

②反社会的勢力に対する対応統括部署は管理本部総務人事部とし、平素より警察など
外部関係機関との連携を緊密に保ち情報収集に努めるとともに、事案の発生時には
迅速に対応できる体制を構築する。

２. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴ 当社は、当事業年度において、17回の取締役会を開催しました。取締役会では、
法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等に関する重要事実を決定し、月
次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに法令・定款等への適合性及び
適正性の観点から審議しました。

⑵ 当社は、当事業年度において、14回の監査役会を開催しました。監査役会は、監
査方針、監査計画を協議決定し、取締役会等の会議への出席、業務及び財産の状況
の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定款等への遵守について監査しました。

⑶ 内部監査室は、内部監査年間計画に基づき、各部門及び当社子会社を対象として、
職務執行の状況、規定の運用状況等を監査し、被監査部署に業務改善事項の助言及
び勧告を行いました。

⑷ 当社は、内部統制報告制度基本計画に基づき、金融商品取引法に基づく全社的な内
部統制、ＩＴ全般統制、決算財務プロセス統制及び主要な業務プロセスの統制につ
いて、整備状況及び運用状況について有効性の評価を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,438,519 1,418,499 4,901,269 △486,414 7,271,873

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,645 △235,645

親会社株主に帰属する当期純利益 351,959 351,959

自 己 株 式 の 取 得 △128 △128

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 116,314 △128 116,186

当 期 末 残 高 1,438,519 1,418,499 5,017,584 △486,543 7,388,060

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計
為替換算
調整勘定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 132,848 132,848 7,404,722

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,645

親会社株主に帰属する当期純利益 351,959

自 己 株 式 の 取 得 △128

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） △53,732 △53,732 △53,732

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △53,732 △53,732 62,453

当 期 末 残 高 79,115 79,115 7,467,175

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

⑴ 連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況
連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 Shinden Hong Kong Limited

SDT THAI CO., LTD.は清算したため、連結の範囲から除外しております。
⑵ 連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社の決算日は、12月末日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑶ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ……………移動平均法による原価法
ロ. 棚卸資産

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

当社は主として定率法、連結子会社は主として定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
器具及び備品　　３～15年
その他　　　　　３～15年

ロ. 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）
については、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定
額法によっております。

ハ. リース資産 全て所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産で
あり、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。

ニ. 使用権資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給
見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しておりま
す。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
イ. 企業の主要な事業における主な履行義務の内容

主に完成した商品を顧客に供給することを履行義務としております。
ロ. 企業が当該履行義務を充足する通常の時点

商品の引き渡しにより所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から支払い
を受ける権利を得た時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。国内販
売においては、動作確認を行う商品は出荷から検収までの期間が長期間になることから検収時
点で、それ以外の商品は出荷から配送先到着までの期間が短期間であることから、「収益認識
に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益を
認識しております。また、輸出販売においては、インコタームズ等で定められた貿易条件に基
づきリスク負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法
イ. ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。
ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息
ハ. ヘッジ方針 借入金の金利変動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引

は行わない方針であります。
ニ. ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、有効性

の評価を省略しております。
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連結注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 49,884千円

普通株式 2,110,200株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年６月24日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 235,645 125 2025年３月31日 2025年６月25日

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たりの
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 245,065 130 2026年３月31日 2026年６月26日

2. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 棚卸資産の評価

棚卸資産の連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、
期末における正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもって連結貸借
対照表価額としております。
　棚卸資産の評価において用いた主要な仮定は正味売却価額であり、当該正味売却価額は、直近の販
売実績があるものは販売実績価額をベースとし、直近の販売実績がないものはライフサイクル期間に
基づく回転期間をベースとして算出しております。
　これらの見積りは将来の不確実な経済状況の影響を受け、正味売却価額が見積りと異なった場合、
翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
　連結貸借対照表価額（商品）　　　　　　　　　　　 4,985,284千円

⑵ 貸倒引当金の計上
当社グループは、債権の貸倒時に発生する回収不能見込額に対して貸倒引当金を計上しておりま

す。債権区分については、貸倒懸念が顕在化していないものを一般債権とし、貸倒実績率法に基づい
て債権の期末残高に対し一括で回収不能見込額の見積りをしております。
　貸倒引当金の金額の算出に用いた主要な仮定は、債権区分と貸倒実績率であり、取引先の財政状態
の評価や売上債権の滞留状況によっては、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する金額
に重要な影響を与える可能性があります。
　連結貸借対照表価額（貸倒引当金）　　　　　　　　　 169,505千円

3. 連結貸借対照表に関する注記

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるものにつき、次の
とおり、決議を予定しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴　投資有価証券（※1） 10,000 10,000 －

⑵　差入保証金 50,893 50,893 －

資　産　計 60,893 60,893 －

⑶　長期借入金（※2） 531,824 531,824 －

負　債　計 531,824 531,824 －

区分
当連結会計年度

（2026年３月31日）
非上場株式 25,000

5. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により
資金を調達しております。
　電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図ってお
ります。
　投資有価証券は業務上の関係を有する企業の株式及びJ-KISS型新株予約権であり、時価や財
務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直ししております。
　借入金の使途は主として運転資金であります。
　デリバティブ取引は、為替変動リスク、支払金利変動リスクを回避するために利用しており、投機
的な取引は行っておりません。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、電子記録債権、売掛
金、買掛金ならびに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記
を省略しております。

（単位：千円）

（※1）市場価格のない株式の連結貸借対照表の額は、上記表には含めておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（※2）１年以内に期限到来予定の流動負債に含まれている長期借入金を含めております。

（単位：千円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
⑴　投資有価証券

その他有価証券

J-KISS型新株予約権 － － 10,000 10,000

資　産　計 － － 10,000 10,000

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
⑵　差入保証金 － 50,893 － 50,893

資　産　計 － 50,893 － 50,893

⑶　長期借入金 － 531,824 － 531,824

負　債　計 － 531,824 － 531,824

⑶   金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され
る当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した
時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算出した時価

時価をもって連結貸借対照表計上額としている金融資産
（単位：千円）

時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
⑴　投資有価証券

J-KISS型新株予約権は、投資時期と連結会計年度末が近い場合は、時価と帳簿価額が近似する
と考えて帳簿価額を持って時価とし、金融商品の価値に影響を与える事象を考慮して、直近の
時価を見積もっており、レベル３に分類しております。
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⑴ １株当たり純資産額 3,961円12銭
⑵ １株当たり当期純利益 186円70銭

報告セグメント 合計日本 海外
半導体製品 24,370,862 1,732,897 26,103,760

ディスプレイ 7,459,131 2,574 7,461,705

システム製品 7,710,378 － 7,710,378

バッテリー＆電力機器 1,254,519 － 1,254,519

その他 281,647 － 281,647

顧客との契約から生じる収益 41,076,538 1,735,471 42,812,010

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 41,076,538 1,735,471 42,812,010

⑵　差入保証金
仕入先に対する営業保証金は短期間で市場金利を反映しているため、時価は帳簿価額にほぼ等
しいことから当該帳簿価額によっており、レベル２に分類しております。

⑶　長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は短期間で市場金利を反映しているため、時価
は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しており
ます。固定金利によるものの時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを
加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
す。

6. １株当たり情報に関する注記

7. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　当社グループは、半導体製品、ディスプレイ、システム製品、バッテリー＆電力機器、その他
に関連する商品の仕入及び販売を主たる業務としており、当社は国内の電子機器及び産業用機器
メーカーを主な顧客として、海外子会社はそれぞれの地域で日系企業を主な顧客として販売をし
ております。
　当社グループでは、主に完成した商品を顧客に供給することを履行義務としており、国内販売
においては、動作確認を行う商品は出荷から検収までの期間が長期間になることから検収時点
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当連結会計年度

契約負債（期首残高） 190,425

契約負債（期末残高） 123,330

で、それ以外の商品は出荷から配送先到着までの期間が短期間であることから、「収益認識に関
する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識して
おります。また、輸出販売においては、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク
負担が顧客に移転した時点で収益を認識しております。
　取引価格の算定については、顧客に移転する商品と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対
価から、顧客との交渉の結果合意した値引き等を控除した金額で算定しております。
　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により通常は４ヶ月
以内、長くても概ね６ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
　また、買い戻す義務を負っている有償支給取引については、有償支給先に残存する支給品を棚
卸資産として認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額を「有償支給
取引に係る負債」として認識しております。連結貸借対照表において、有償支給取引に係る負債
は「流動負債」の「その他」に含まれております。なお、支給品の譲渡に係る収益は認識してお
りません。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約負債の残高

（単位：千円）

　契約負債は、主に商品代金にかかる顧客からの前受金であり、顧客との契約に基づく履行義務
の充足に先行して受領した対価であります。契約負債は、履行義務の充足による収益の認識に伴
い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、
173,114千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間
が１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じ
る対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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株主資本等変動計算書

（自　2025年 4 月 1 日
至　2026年 3 月31日）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金
合　　　計 利益準備金

当 期 首 残 高 1,438,519 1,119,019 299,479 1,418,499 27,881

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

当 期 変 動 額 合 計 － － － － －

当 期 末 残 高 1,438,519 1,119,019 299,479 1,418,499 27,881

株 主 資 本

純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰　余　金

当 期 首 残 高 4,854,815 4,882,696 △486,414 7,253,301 7,253,301

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △235,645 △235,645 △235,645 △235,645

当 期 純 利 益 399,747 399,747 399,747 399,747

自 己 株 式 の 取 得 △128 △128 △128

当 期 変 動 額 合 計 164,101 164,101 △128 163,973 163,973

当 期 末 残 高 5,018,917 5,046,798 △486,543 7,417,274 7,417,274

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式…………………………………移動平均法による原価法
その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
　市場価格のない株式等……………………移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）………定率法

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　３～15年
器具及び備品　　　　　３～15年

② 無形固定資産…………………………………定額法
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年）に基
づく定額法によっております。

③ リース資産
　全て所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産であり、リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞与引当金
　従業員への賞与の支給に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に
帰属する額を計上しております。
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⑷　収益及び費用の計上基準
① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容

　主に完成した商品を顧客に供給することを履行義務としております。
② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点

　商品の引き渡しにより所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から支払いを
受ける権利を得た時点で履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。国内販売にお
いては、動作確認を行う商品は出荷から検収までの期間が長期間になることから検収時点で、それ
以外の商品は出荷から配送先到着までの期間が短期間であることから「収益認識に関する会計基準
の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。ま
た、輸出販売においては、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移
転した時点で収益を認識しております。

⑸ 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ
ヘッジ対象………借入金の利息

③ ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回避する目的に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、有効性の評価を省略しております。

２. 会計上の見積りに関する注記
⑴ 棚卸資産の評価

　棚卸資産の貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、期末
における正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価
額としております。
　棚卸資産の評価において用いた主要な仮定は正味売却価額であり、当該正味売却価額は、直近の販
売実績があるものは販売実績価額をベースとし、直近の販売実績がないものはライフサイクル期間に
基づく回転期間をベースとして算出しております。
　これらの見積りは将来の不確実な経済状況の影響を受け、正味売却価額が見積りと異なった場合、
翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。
　貸借対照表価額（商品）　　　　　　　　　　　　　 4,437,968千円
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 49,884千円

金銭債権 910,684千円

関係会社に対する売上高 2,102,386千円

普通株式 225,081株

繰延税金資産
株式報酬費用 30,023千円
未払事業税 5,614千円

　賞与引当金 26,216千円
　棚卸資産評価損 60,675千円
　貸倒引当金 59,234千円
　その他 24,305千円
　　小計 206,069千円
　評価性引当額 －千円
　　繰延税金資産合計 206,069千円

⑵　貸倒引当金の計上
　当社は、債権の貸倒時に発生する回収不能見込額に対して貸倒引当金を計上しております。債権区
分については、貸倒懸念が顕在化していないものを一般債権とし、貸倒実績率法に基づいて債権の期
末残高に対し一括で回収不能見込額の見積りをしております。
　貸倒引当金の金額の算出に用いた主要な仮定は、債権区分と貸倒実績率であり、取引先の財政状態
の評価や売上債権の滞留状況によっては、翌事業年度以降の計算書類において認識する金額に重要な
影響を与える可能性があります。
　貸借対照表価額（貸倒引当金）　　　　　　　　　　　 187,926千円

３. 貸借対照表に関する注記

⑵ 関係会社に対する金銭債権債務

４. 損益計算書に関する注記
　⑴　関係会社との営業取引高及び営業取引以外の取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
　⑴　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

６. 税効果会計に関する注記
　⑴　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
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属性 会社等の名称 住所 資本金又は出資金 事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）

関係内容
取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の
兼務等

事業上
の関係

子会社 Shinden Hong Kong
Limited 香港 HKD

2,000,000
電子部品
販売

（所有）
直接100.00 兼任2名

海外向け
当社商品
販売

海外向け
当社商品
販売

2,102,386 売掛金 910,136

⑴ １株当たり純資産額 3,934円65銭
⑵ １株当たり当期純利益 212円05銭

７. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等

（注）１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
２. 取引条件及び取引条件の決定方針等

上記子会社への当社商品の販売については、市場価格を参考に決定しております。

８. １株当たり情報に関する注記

９．収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　「連結注記表　７.収益認識に関する注記　⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基

礎となる情報」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。
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